
［全国信用組合中央協会］ 

１．事業者の経営改善・事業再生・事業転換とそのための支援態勢について 

○ コロナ禍が長引く中、地域の事業者に対して、個々の課題に応じてタイムリ

ーに、経営改善・事業再生・事業転換支援を図っていくことが重要。 

○ 当局では、「各都道府県における支援態勢の構築状況」「資金繰り支援、経営

改善・事業再生・事業転換支援の状況」について、ヒアリングを実施。 

○ 「各都道府県における支援態勢の構築状況」については、 

・ 金融機関と関係機関との間で、個別事案への対応や共同の検討会を通じて、

関係性が構築できているとする地域がある一方で、 

・ 金融機関、税理士、地方公共団体などでそれぞれ支援を実施しているが、

必ずしも連携・連絡が十分でないとする地域もある、 

など、実態は様々。 

○ 「経営改善・事業再生・事業転換支援の状況」については、感染拡大のリス

クがある中で、将来を見通して売上等の計画を策定することが困難であり、そ

のために具体的な支援に至っていないといった声が多く聞かれた。 

○ 先行きが不透明な中でも、早期に必要な支援に着手した上で、継続的に事業

者の状況を把握し、必要に応じてきめ細かく軌道修正を図っていくことが重要。 

○ これまで資金繰り支援に注力してきたこともあり、経営改善・事業再生・事

業転換支援の態勢はこれからであり、経営指導の人材が不足しているとする金

融機関が多く、外部専門家との連携の重要性が高まっている。 

○ 金融庁としては、事業者支援の状況について、更に実態把握を進め、参考と

なる事例については共有していくこととしたい。 

 

２．「事業者を支える融資・再生実務のあり方に関する研究会」について 

○ 令和２年 11 月４日、事業全体に対する包括的な担保権の可能性などを含め

検討するため、「事業者を支える融資・再生実務のあり方に関する研究会」の第



１回会合を開催した。貴協会にもオブザーバー参加いただくなど、ご協力をい

ただき感謝申し上げる。 

○ 第１回会合では、現在の融資・再生実務の課題を中心に、有識者や関係者の

方々に幅広くご議論いただき、例えば、 

・ 事業性のある地域企業を支えないと、地域の生産や消費がなくなる。包括

的な担保権を通じて、金融機関が、知財や顧客基盤等の無形資産を含む事業

全体を見て、ミドルリスクをとりやすく、また事業を支えやすくなると良い 

・ 世界銀行の事業環境ランキングにおいても、日本の資金調達環境は低い評

価を受けているが、包括的な担保権が認められていないことも、要因の一つ

である 

といったご意見が出た。 

○ 報告書取りまとめに向けて、今後も精力的に議論を進めていきたいと考えて

おり、皆様におかれては、より良い実務の発展に向け、忌憚のないご意見をい

ただきたく、引き続きご協力をお願いしたい。 

 

３．「『自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン』を新型コロナウ

イルス感染症に適用する場合の特則」について 

○ 令和２年10月 30日に策定・公表された、自然災害債務整理ガイドラインの

特則は、住宅を手放すことなく債務整理を行うことができるなど、コロナ禍に

おける個人・個人事業主の生活や事業の再建に資するもの。 

○ 本特則の適用が開始される同年 12 月１日に向け、必要な体制を整備いただ

くとともに、リーフレットの店頭掲示や顧客への丁寧な説明等にも努めていた

だきたい。 

○ 本特則を運用するに際し、①自由財産の拡張については、可能な限り柔軟な

対応に努めていただき、②債務整理の対象債務についても硬直的な運用となら

ないよう、債務者の生活の再建のための柔軟な支援に努めていただきたい。 

 



４．Regional Banking Summit (Re
リ

:ing
ン

/SUM
サ ム

)の開催について 

○ ○ 令和２年６月の東京でのオンライン開催に続き、地域金融機関の持続可

能なビジネスモデルの構築に向けて多様な関係者が議論するイベント

「Regional Banking Summit （Re
リ

:ing
ン

/SUM
サ ム

）」を、同年11月23日に、名古屋に

て開催。新型コロナウイルス感染症の影響が拡がる中、人数を抑えつつ参加者

を招くとともにライブ配信を実施。 

○ 同年 12 月 20 日には、第３弾の Re:ing/SUM を、広島で開催予定（ライブ配

信）。本サミットを、地域経済と地域金融の共通価値の創造につながり、令和新

時代の取組みが生まれるような会にしたいと考えており、是非ご視聴いただき

たい。 

 

５．サイバーセキュリティ対策の強化に向けた取組みについて 

○ 東京オリンピック・パラリンピックを狙ったサイバー攻撃の報道があるとこ

ろ、大会関係機関のみならず、金融機関もサイバー攻撃のターゲットとなる可

能性もあり、サイバー攻撃の脅威は、ますます高まっている。 

○ 以下の３点の事項に留意し、サイバーセキュリティ対策の強化に取り組んでいた

だきたい。 

・ まず、経営陣のリーダシップ。経営陣の認識は社員にも伝播するものであ

るので、経営陣が、セキュリティの重要性を頭で理解するだけでなく、社員

にしっかり発信し、セキュリティの重視の社風・思想を醸成していくことが

重要。 

・ 次に、様々な新事業を開始する場合には、企画・設計の段階からセキュリ

ティを確保する「セキュリティバイデザイン」が大切。 

・ 更に、セキュリティに関する報告は、技術的なことも多いため問題が起き

てからではなく、普段からセキュリティ担当者と直接コミュニケーションを

取るなど、経営陣自身のリテラシーを上げて、自社のセキュリティ上のリス

クを予め把握することも重要。 



６．金融技術革新に関する国際動向について 

〇 令和２年 10 月に G7 財務大臣・中央銀行総裁会議、G20 財務大臣・中央銀行

総裁会議といった金融関係の主要な国際的な会議が開催され、FSB（金融安定理

事会）からは複数のレポートがG20に報告・公表された。 

〇 今回は、グローバルステーブルコインやクロスボーダー決済改善、サイバー

事象への対応など、金融技術革新に関する文書を多く出されている。多くの作

業はコロナ禍前から開始されていたものであるが、コロナ禍においてさらに重

要性が高まったり、動きが加速化したりしている。 

〇 このうち、G7の附属文書ではランサムウェアについて言及されたが、G7の文

書としては異例ながら、各国当局ではなく業界に対して直接働きかける文言と

なっている点からも警戒度合いの高さがうかがえるものとなっている。 

〇 ランサムウェアへの対処としては、①「（自らが）被害を受けない」、②「（た

とえ被害を受けても）身代金を支払わない」、③「（被害を受けずとも）身代金

の支払いに利用されない」という三点が考えられるところ、本附属文書では、

特に③「身代金の支払いに“利用されてはならない”」という点を強調してい

る。 

〇 国内の他セクターや海外の金融セクターの一部では、最近大きな感染被害が

相次いで報告されている。その手口も、データを復旧するための身代金要求に

加えて、暗号化する前にデータを窃取しておき、支払わなければデータを公開

すると二重に脅迫するなど巧妙化・凶悪化しており、身代金相場も高騰してい

ると指摘される。 

〇 海外ではランサムウェアの身代金がテロ資金などに悪用される可能性もある

ことから足元で非常に緊張が高まっている。サイバー空間に国境はなく、皆様

におかれても、改めて気を引き締めていただければ幸い。 

〇 今後もこうした意見交換会の場などを利用して、金融技術革新に限らず、金

融規制に関する国際的な議論の動向を広くご紹介させていただく。金融機関の

皆様の業務のご参考としていただければありがたい。 

 



７．「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」の改

訂について 

○ 平成30年２月に策定し、平成31年４月に改訂した「マネー・ローンダリン

グ及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」について、改訂することを予

定している。 

○ これまでのモニタリング結果を踏まえ、当庁の考え方が十分に伝わっていな

いと思われる点等について、改訂によって明確化することで、態勢の高度化を

さらに進めていただきたいと考えている。 

○ 今後、当庁ホームページにて、改訂に係るパブリックコメントを予定してい

る。金融機関の皆様にとってわかりやすく使いやすいものにしていきたいと考

えており、忌憚のないご意見をいただきたい。 

 

８．預貯金口座へのマイナンバー付番のあり方について 

○ 預貯金付番の実効性を確保するための方策について、「マイナンバー制度及び

国と地方のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ」で、次期通常国会にお

ける法改正に向けて、議論が進められている。 

○ 法律案の検討・実施に向けて、ご協力をお願いしたい。 

 

９．マイナンバーカードの積極的な取得と利活用の促進に係る協力依頼について 

○ マイナンバーカードについては、政府として、普及拡大に向け、改めて取組

みを進めているところ。 

○ マイナンバーカードの健康保険証利用は、企業の健康保険に係る事務のコスト

縮減につながることが期待される。また、従業員にとっても、マイナンバーカードは、

大きなメリットがあるカード。 

○ マイナンバーカードの積極的な取得と利活用の促進に向けて、依頼文書を発出

する予定なので、ご協力をお願いしたい。 



10．デジタル化の推進について 

（書面・押印・対面手続を求める規制について） 

○ 今般、当局が金融機関等から受け付ける申請・届出等について、金融庁所

管法令・監督指針等において押印等を求める記載を削除するための市中協議

を令和２年10月27日より開始した。 

○ 今後、民間同士の手続や当局が行う通知等のうち、当庁所管法令・監督指

針等において書面・押印・対面を求めている手続について、その必要性を検

証した上で、令和３年６月末までに見直す方針である。 

（登記事項証明書の添付省略について） 

○ 「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」や「デジタル・ガ

バメント実行計画」等に基づき、法務省の登記情報システムが改修され、令

和２年10月 26日より、国の行政機関間において登記情報を連携・共有する

仕組みが開始された。 

○ これにより、法令に基づく申請等における登記事項証明書の添付省略が可

能となったことから、金融庁としても、同日より、その添付省略の取扱いを

開始している。 

 

11．オープンAPIの更なる推進について 

〇 電子決済等代行業者（以下、「電代業者」という。）との契約締結については、

令和２年９月末が期限となっていたところ、各金融機関の御尽力により、利用

者に大きな不便をかけることなく迎えることができたものと認識している。 

〇 ９月末時点の接続契約の状況を調査させていただいたところ、API 接続への

移行を前提とした暫定的なスクレイピング契約も一定数見受けられ、その期間

は同年 10 月末とするものから２年程度とするものまで相当な幅があった。い

ずれにせよ、その暫定契約の期間中に接続料金等について継続協議し、契約期

間終了後にAPI接続へ移行すると承知している。 



〇 一方で、電子決済等代行業に係る銀行法改正（平成29年６月２日公布）につ

いては、スクレイピングのために電代業者が預金者の銀行口座に係るID・パス

ワードといった認証情報を保有する場合の漏えいリスク等も踏まえ行われたも

のであり、監督指針においても、電代業者については特にシステムリスク管理

態勢を中心としたモニタリングを実施することとしている。 

〇 したがって、暫定スクレイピングの契約期間にかかわらず、可能な限り早急

にAPI接続に移行することが望ましいと考えており、前倒しが可能な継続協議

事項については積極的に電代業者と調整を進めるなど、各金融機関においては

引き続き御尽力願いたい。なお、API 接続に移行されるまでの間であっても電

代業者において適切に認証情報の管理が行われる必要があることから、金融機

関においても電代業者との契約内容等を確認するなど、その管理体制について

ご留意いただきたい。 

〇 また、暫定的なスクレイピング契約以外の契約において、パスワード等を保

有する電代業者については、事務代行のような業務として一定程度存在すると

認識しているが、このようなサービスが預金者にとってリスクがあるものでな

いかどうかについて、契約内容等を改めて確認いただきたい。 

 

12．後見制度支援預貯金・後見制度支援信託導入状況に関するアンケート調査結

果の公表について 

○ 後見制度支援預貯金・後見制度支援信託の各金融機関への導入状況について、

令和２年６月にアンケート調査を実施し、その結果を同年10月 23日に公表。

アンケート調査の結果、全体では個人預金残高ベースの割合でKPIを上回る約

56％が導入済となっており、導入に向けた取組みが進んでいると認識。 

○ 成年後見制度を利用者にとって安心かつ安全な制度とする観点から、導入に

向けた前向きな検討を進めていただくとともに、導入済の組合におかれても、

高齢者等のニーズに適確に対応した金融サービスの提供に向けた取組みを継続

していただきたい。 

 



13．障がい者等に配慮した取組みに関するアンケート調査の結果について 

○ 障がい者等の利便性向上に向けた金融機関の取組状況について、令和２年６

月にアンケート調査を実施し、その結果を同年11月６日に公表。 

○ 聴覚障がい者向けのATMトラブル時の対応窓口への連絡を可能とする電話以

外の措置及び見やすい箇所への表示や、電話リレーサービスの活用など、アン

ケート結果を参考に障がい者等の利便性向上に向けて一層取り組んでいただき

たい。 

 

14．LIBOR利用状況にかかるアンケート調査、及びISDAプロトコルへの早期批准

について 

○ LIBORについては、令和２年10月に「LIBOR利用状況にかかるアンケート調

査」を実施した。LIBORからの移行に向けた対応状況を確認するため、更に詳細

な利用状況調査、モニタリングを通じた確認を実施する場合があるので、ご承

知おき願いたい。 

○ LIBOR参照取引の中でも、国際スワップ・デリバティブズ協会（ISDA）準拠の

デリバティブについては、ISDAプロトコル（※）が令和２年10月23日に公表

された。今後、市場関係者による批准プロセスに入り、翌年1月25日に発効予

定。 

※ ISDAプロトコル：契約当事者間での相対交渉によらずに既存契約にフォールバック条項

を適用するための付随契約 

○ ISDA プロトコルへの批准によるフォールバック条項の広範な利用が望まし

い。FSBも、「プロトコルの広範かつ早期の批准を強く推奨する。」旨、声明を公

表している。 

○ なお ISDA プロトコルへの批准は、あくまでもフォールバック条項の適用で

あり、LIBOR 公表停止問題への基本的な対応としては、代替金利指標への早期

の「移行」が重要である。 

（以  上） 


